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災害発生時等における宿泊施設の活用に関する協定

北海道（以下「甲」という。）と北海道ホテル旅館生活衛生同業組合（以下「乙」という。）と

は、災害発生時等において、乙の組合員が所有する旅館・ホテル等の宿泊場所（以下「宿

泊施設」という。）を、被災者等の避難場所として活用するため、次のとおり協定を締結する。

（要請及び協力）

第１条 甲は、次の各号に掲げる場合において、避難所として宿泊施設を確保する必要が

あるときは、乙に対し乙の組合員が所有する宿泊施設の提供を要請することができるもの

とする。

（１）北海道内に災害が発生し、又は発生するおそれがあることにより、北海道内の市町

村から甲に対して要請があった場合

（２）その他甲が特に必要と認める場合

２ 乙は、前項による要請を受けたときは、被災者等に対する支援の必要性を認識し、可

能な範囲で宿泊施設の提供について協力するものとする。

（被災者等の範囲）

第２条 被災者等は、次のとおりとする。

（１）高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等避難所生活において何らかの特別な

配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）

（２）要配慮者の家族

（３）その他、市町村が必要と認めた者

（生活相談職員等の確保）

第３条 甲の要請により、乙の組合員が提供する宿泊施設において、要配慮者を受け入れ

る際、生活相談職員（要配慮者に対して、生活支援・心のケア・相談等を行う上で専門的

な知識を有する者）等、要配慮者を支援する者が必要な場合は、甲は、市町村と連携し、

必要な人材の確保及び派遣に努める。

（提供されるサービス）

第４条 乙の組合員が宿泊施設の提供に伴い提供するサービスは、宿泊、入浴及び食事

とする。

（要請の方法等）

第５条 甲が乙に対し第１条第１項に規定する要請をするときは、文書により行うものとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、緊急の場合は、甲は、口頭によりこれを行い、その後速やか

に文書を提出するものとする。

３ 乙は、甲から前項の規定により要請があった場合は、乙の組合員への調査を行い、協

力可能な宿泊施設名及び数量を甲に文書又は口頭で伝えるものとする。

（受入方法等）

第６条 甲は、乙からの情報に基づき、被災地の市町村（以下「被災市町村」という。）に対

し、被災者等の受入先となる宿泊施設の情報を提供するものとする。

２ 乙への利用申込は、被災市町村が乙の定める方法により行うものとする。
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３ 被災者等の受入れは、災害の発生状況、被害状況等に応じて被災市町村と乙とが連

携して行う。

（受入対象期間）

第７条 宿泊施設への受入対象期間は、乙が受入可能となった日から仮設住宅が整備さ

れ、入居が完了する等宿泊施設を避難所として利用する必要がなくなるまでの期間とす

る。

（借上げ費用）

第８条 この協定に基づく宿泊施設の借上げ費用（サービスの提供料金を含む。以下同

じ。）の金額は、甲乙協議の上別途定めるものとする。

２ 借上げ費用は、甲に要請を行った市町村が負担するものとする。ただし、災害救助法

が適用される災害発生時においては、甲又は甲に要請を行った市町村が負担するものと

する。

（取消料等損害賠償）

第９条 乙は、甲からの要請後に取消が行われた場合であっても、甲又は市町村に対し、

取消料等損害賠償は請求しないものとする。

（連絡責任者）

第10条 甲と乙は、本協定の締結後速やかに連絡責任者を相手方に報告するものとし、こ

の報告事項に変更があった場合も同様に報告するものとする。

（有効期間）

第11条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して１年間とする。ただし、この協

定の有効期間満了の日の１箇月前までに、甲又は乙から何ら意思表示がないときは、有

効期間満了の日の翌日から起算して１年間この期間は延長され、その後も同様とする。

（疑義の解決）

第12条 この協定に定める事項に疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項で必

要がある場合は、甲乙協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙双方署名の上、各自１通を保有す

るものとする。

平成２９年 １月２７日

甲 北海道

北海道知事 高橋 はるみ

乙 北海道ホテル旅館生活衛生同業組合

理 事 長 西海 正博











航空搬送拠点臨時医療施設の設置及び運営に関する協定書 

 

 航空自衛隊第２航空団司令（以下「甲」という。）と北海道知事（以下「乙」という。）

は、航空搬送拠点臨時医療施設（以下「ＳＣＵ」という。）の設置及び運営に関し、次

のとおり協定を締結する。 

 

（趣 旨） 

第１条 大規模災害の発生等に伴い、被災地域で対応困難な重症患者等を被災地域外に

航空機等により搬送し、治療を行うため、乙が各関係機関の協力の下で行う活動（以

下「航空医療搬送」という。）に際して、患者の安定化を図るための臨時の救護所と

して、乙が甲の管理地内に設置及び運営するＳＣＵでの医療救護活動に関して、必要

な事項を定めるものである。 

 

（ＳＣＵの設置及び運営） 

第２条 乙は、航空医療搬送に際して甲の管理地内にＳＣＵを設置及び運営する必要が

生じた場合は、甲へ承諾を得た上で、甲の活動に支障のない範囲において、ＤＭＡＴ

（災害派遣医療チーム）、その他関係機関（以下「ＤＭＡＴ等」という。）と連携し

て、甲の管理地内にＳＣＵを設置することができる。 

  なお、設置期間及び場所については、乙は甲の指示に従うものとする。 

２ 乙は、ＳＣＵでの医療救護活動が終了するまでの間、ＤＭＡＴ等と連携して、ＳＣ

Ｕを運営するものとする。 

３ 乙は、ＳＣＵの設置及び運営に際して、必要に応じ甲に協力を要請し、甲は、甲の

活動に支障のない範囲において、これに協力するものとする。 

 

（ＳＣＵの撤収） 

第３条 乙は、ＳＣＵでの医療救護活動が終了した場合は、ＤＭＡＴ等と連携して、速

やかにＳＣＵを撤収する。 

２ 乙は、ＳＣＵの撤収に際して、必要に応じ甲に協力を要請し、甲は、甲の活動に支

障のない範囲において、これに協力するものとする。 

 

（敷地内への入出） 

第４条 甲は、ＳＣＵに参集するＤＭＡＴ等の甲の管理地内への入出に際して、乙との

調整により、円滑に実施できるよう努めるものとする。 

  なお、入出に際しての手続きについては、乙は甲の指示に従うものとする。 

 



（訓 練） 

第５条  甲及び乙は、災害時にＳＣＵでの医療救護活動が円滑に実施できるよう、ＳＣ

Ｕの設置及び運営等に係る訓練を連携して実施できるものとする。 

 

（費用弁償） 

第６条 乙の要請に基づき、甲が第２条第３項及び第３条第２項に規定する協力に要し

た費用については、関係法令等に基づき、甲乙協議の上、乙が負担する。 

 

（協 議） 

第７条 この協定書に定めのない事項又はこの協定書に関し疑義が生じた事項について 

 は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この協定の

有効期間満了の１ヶ月前までに、甲乙いずれからも何らの意思表示がない場合は、さ

らに１年間この協定は延長するものとし、以降同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その

１通を保有する。 

 

平成３１年 ３月２９日 

 

甲 北海道千歳市平和無番地 

航空自衛隊千歳基地 

  第２航空団司令 寺 﨑 隆 行 

 

乙 北海道札幌市中央区北３条西６丁目 

北 海 道 

知 事 高 橋 は る み 







災害時における応急生活物資供給等に関する基本協定書

北海道（以下「甲」という。）と北海道生活協同組合連合会（以下「乙」という。）は、北海道内に地震、風
水害その他の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）において、甲と乙が
相互に協力して円滑な救援、支援活動を行い、道民生活の早期安定を図るため、この協定を締結する。

（目的）
第１条 この協定は、災害時において応急生活物資の調達と輸送及び生活物資の安定供給、ボラ
ンティア活動、生活情報の収集・提供等の救援活動を円滑に行い、もって被災者等の生活の早
期安定に寄与することを目的とする。

（応急生活物資の調達と輸送）
第２条 災害時に必要な応急生活物資の調達と輸送を行うため、甲は乙に対して情報の提供と必
要な要請を行い、乙はこれを受けて乙に加盟する各生活協同組合（以下「会員生協」 という。）に対
し、必要な指導・要請を行うものとする。

（生活物資の安定供給）
第３条 乙は災害時にその組織、施設及び機能を最大限に活用し、事業の継続並びに早期再開を
もって生活物資の高騰等の防止を図り、道民生活の早期安定に寄与するよう、道民に対する生
活物資の安定供給に努力し、甲はそれに協力するものとする。
２ 甲と乙は、災害時において物価の高騰等の防止を図るため、協力して道民に対し迅速かつ的
確な情報の提供に努めるものとする。

（ボランティア活動への支援）
第４条 乙は災害時において会員生協組合員のボランティア活動を支援するものとし、甲は乙の
支援活動が円滑に行われるよう協力するものとする。

（防災意識の向上）
第５条 乙は会員生協の活動を通じて、日常的に会員生協組合員の防災意識の向上に努め、甲は
乙に対して必要な協力を行うものとする。

（広域的な支援体制の整備）
第６条 乙は北海道以外を事業区域とする他の生活協同組合（連合会）や日本生活協同組合連合会
との間の連携を強化し、生活協同組合間相互支援協定の締結等、広域的な支援が受けられる体制の
整備に努めるものとする。

（協定事項の発効）
第７条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として、甲が災害対策本部を設置し、乙に
対して要請を行ったときをもって発効するものとする。

（被災した都府県への応援）
第８条 乙は、甲が被災した都府県に対して生活物資の供給応援を行う場合においても、乙はこ
の協定の精神にのっとりできる限り協力するものとし、その取扱は甲乙協議の上決定する。

（連絡員の派遣等）
第９条 甲及び乙は、必要に応じて乙の事務所所在地、甲が設置する災害対策本部等に連絡員を
派遣することができる。

（担当者の設置と連絡会議）
第10条 甲及び乙は、この協定を円滑に推進するために事務担当者名簿を作成し相互に交換する
とともに、事務担当者の連絡会議を設置する。
２ 連絡会議の開催及び運営については、甲と乙が協議の上、別途定める。
（確認書の作成）
第11条 この協定の詳細については、別途確認書を定めるものとする。
（協議）
第12条 この協定に定めのない事項及びこの協定に定める事項に関し疑義が生じた場合は、甲と
乙が協議の上、決定する。

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものと
する。

平成１７年１１月２２日

甲 北 海 道
北海道知事 高 橋 はるみ

乙 北海道生活協同組合連合会
会 長 理 事 髙 柳 裕
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「災害時における応急生活物資供給等に関する基本協定」についての確認書

（目的）
第１条 北海道（以下「甲」という。）と北海道生活協同組合連合会（以下「乙」という。）は、「災害時にお
ける応急生活物資供給等に関する基本協定」（以下「協定」という。）第１１条の規定に基づき、災害
時における応急生活物資供給等に関する協力事項について、次のとおり実施細目を定め確認す
るものとする。
（協力要請）
第２条 甲は、災害時において甲が応急生活物資を調達する必要があるときは、乙に対し第４条
に定める応急生活物資の供給について協力を要請することができる。

（業務の協力実施）
第３条 乙は、前条の規定により甲から協力要請を受けたときは、乙に加盟する各生活協同組合
（以下「会員生協」という。）が保有する応急生活物資の優先供給に対する協力等に積極的に努める
ものとする。

（応急生活物資）
第４条 甲が乙に要請する応急生活物資の品目は、被害の状況に応じて決定するものとし、主な
ものは別表のとおりとする。
２ 乙は、会員生協が保有する災害時に供給可能な応急生活物資の品目及びその数量について適
切な把握に努め、必要に応じて甲に報告するものとする。

（要請の手続き）
第５条 甲の乙に対する要請手続きは、「応急生活物資の供給等要請書（別に定める様式）」をもって
行うものとする。ただし、緊急を要するときは電話等の方法により行い、後日速やかに文書を送付するも
のとする。
２ 甲と乙は、災害時における連絡体制及び連絡方法等について事前に定めておくものとし、支
障をきたさないよう常に点検、改善に努めるものとする。

（情報の提供）
第６条 甲が協力要請を行った場合、乙に対して速やかに業務実施区域の被災状況及び交通規制
の情報等を提供する。
２ 乙は、会員生協をして業務実施区域の被災状況や生活物資の供給状況等を把握し、甲に対し
てその情報を提供するものとする。

（応急生活物資の輸送）
第７条 甲は、乙が実施する応急生活物資の輸送が円滑なものとなるよう、必要な措置を講ずる
ものとする。

（応急生活物資の受領）
第８条 甲は、甲が指定した場所において乙及び会員生協が輸送した応急生活物資を、品目及び
個数を確認のうえ受け取るものとする。

（業務報告）
第９条 乙は、業務終了後速やかに業務内容を甲に報告するものとする。
（費用負担）
第10条 第４条の規定により乙が供給した応急生活物資の対価の支払については、甲が負担する
ものとする。
２ 応急生活物資の対価については、災害が発生する直前に会員生協の組合員に供給していた価
格を参考として、甲と乙が協議して定めるものとする。

（費用の請求及び支払い）
第11条 乙は、応急生活物資の供給終了後、前条に定める費用を甲に通知し、甲の確認を受けた
後、費用を請求するものとする。
２ 甲は、前項の請求があったときは、その費用について速やかに支払うものとする。
（協議）
第12条 甲が災害救助法に関する事務の一部を市町村長に委託したときは、この実施細目に関し
必要な事項を甲と乙が協議して定めるものとする。
２ この実施細目の解釈について疑義を生じたとき、又はこの実施細目の実施に関し必要な事項
は、その都度、甲と乙が協議して定めるものとする。

この実施細目の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するも
のとする。

平成１７年１１月２２日

甲 北海道
北海道知事 高 橋 はるみ

乙 北海道生活協同組合連合会
会長理事 髙 柳 裕
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資料８－２(４－２) 

 

 

災害時における飲料の供給等防災に関する協力協定 

 

 北海道（以下、「甲」という。）と北海道コカ・コーラボトリング株式会社（以下、

「乙」という。）は、北海道内に地震、風水害その他の大規模災害又は武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16 年法律第 112 号）に定める武力

攻撃災害（緊急対処事態における災害を含む。）が発生し、又は発生のおそれがある場

合（以下、「災害時」という。）において、甲と乙が相互に協力して飲料の輸送と供給、

災害情報の提供及び施設・設備等の活用による迅速かつ的確な応急対策の実施、併せて、

地域住民及び乙の関係職員の平常時からの防災意識の高揚により地域防災力の強化を図

るためこの協定を締結する。 

 

（協定の効力） 

第１条 道内にある市町村は、乙と本協定と同様の協定を締結したものとみなすものと

する。ただし、次条第１項第１号、２号及び３号については、道を経由した協力を基

本とする。 

 

（協力の内容） 

第２条 乙は災害時に甲の要請があった場合、次の事項について可能な範囲で協力する

ものとする。 

（１）飲料の供給 

（２）現地対策本部等応急対策拠点用地として敷地を提供 

（３）一時避難場所として敷地及び倉庫を提供 

（４）災害対応型自動販売機内在庫飲料の無償提供 

（５）その他可能な協力 

２ 乙は地域住民及び乙の関係職員の防災意識の高揚による地域防災力の強化を図るた

め平常時から、次の事項の協力について努めるものとする。 

（１）自動販売機に避難所情報等を盛り込んだ市町村から提供された地域防災マップ

等を貼付 

（２）市町村の希望に対し、可能な範囲で避難所等に災害対応型自動販売機を設置 

（３）配送ドライバー等による災害情報の提供 

（４）北海道防災情報システムの災害情報携帯メール配信登録 

（５）その他可能な協力 

 

（支援の内容） 

第３条 甲は乙の協力が適切に行われるよう次の事項について支援するものとする。 

（１）災害情報の提供 

（２）飲料の輸送等で緊急通行が必要な場合の確認 

（３）庁舎等に災害対応型自動販売機を展示設置 

（４）その他災害時に必要な支援 

 

（協定事項の発効）                                                                

第４条  第２条第１項に定める災害時の協力は、原則として、甲が災害対策本部又は国 

民保護対策本部（緊急対処事態対策本部を含む。）（以下、「本部等」という。）を

設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発効するものとする。 
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 （連絡員の派遣） 

第５条 乙は、甲が設置する本部等に連絡員を派遣することができるものとする。  

 

（情報交換） 

第６条 甲及び乙は、この協定を円滑に推進するために事務担当者名簿を作成し相互に    

交換するとともに、平常時から防災に関する情報交換を行うものとする。 

 

（実施細目の作成） 

第７条 この協定の実施に係る詳細については、別途定めるものとする。 

 

（効力） 

第８条 この協定の有効期間は平成１９年３月３１日までとし、有効期間満了までに甲乙 

双方又はいずれか一方から解約等の意思表示がないときは１年間更新されるものと

し、以降同様とする。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に定める事項に関し疑義が生じた場合 

は、甲と乙が協議の上、決定するものとする。 

 

 

  この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有す

るものとする。 

 

 

  平成１８年１２月２２日 

 

 

           甲   北 海 道   

                          北海道知事   高 橋 はるみ 

 

 

 

 

 

             

               札幌市清田区清田一条一丁目 2 番 1 号 

乙   北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

代表取締役専務    
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災害時における飲料の供給等防災に関する協力協定実施細目 

 

（目的） 

第１条  北海道（以下、「甲」という。）と北海道コカ・コーラボトリング株式会社（以下、「乙」とい

う。）は、「災害時における飲料の供給等防災に関する協力協定」（以下、「協定」という。）第

２条第１項の規定に基づき行う飲料の供給及び敷地等の提供に関する事項について、次のと

おり実施細目を定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時において災害対策本部又は国民保護対策本部（緊急対処事態対策本 

部を含む。）（以下、「本部等」という。）を設置した場合及び道内市町村から要請が

あった場合等乙の協力が必要であると認められるときは、乙に対し協定第２条第１項に

定める協力を要請することができる。 

 

（協力実施） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から協力要請を受けたときは、積極的に協力するもの 

とする。 

 

（飲料の品目等及び数量） 

第４条 甲が乙に供給要請する飲料の品目及び数量は、被害の状況に応じて決定するもの

とし、主なものは別表のとおりとする。 

２ 乙は、災害時に供給可能な飲料の品目及び数量、提供可能な施設等について適切な把

握に努め、必要に応じて甲に報告するものとする。 

 

（要請の手続き） 

第５条 甲の乙に対する要請手続きは、「飲料等の供給等要請書（別紙）」をもって行うものと 

する。ただし、緊急を要するときは電話等の方法により行い、後日速やかに文書を送付するもの

とする。 

２ 甲と乙は、災害時における連絡体制及び連絡方法等について事前に定めておくものと 

し、支障をきたさないよう常に点検、改善に努めるものとする。  

 

（情報の提供） 

第６条 甲が協力要請を行った場合、乙に対して速やかに協力実施区域の被災状況及び交

通規制等の情報を提供するものとする。 

２ 乙は、協力実施区域における把握した被災状況等について、甲にその情報を提供する

ものとする。 

 

（飲料の輸送） 

第７条 飲料の輸送は原則として乙が行うものとし、甲は、乙が供給する飲料の輸送が円

滑なものとなるよう、必要な措置を講ずるものとする。ただし、乙の輸送が困難な場合

は、甲又は甲の指定する者が輸送するものとする。  

 

（飲料の受領） 

第８条 甲又は甲に要請した市町村は、供給された飲料を指定した場所において、品目及

び個数を確認のうえ受け取るものとする。  

 

（飲料の供給報告）  

第９条 乙は、飲料の供給終了後速やかに供給内容を甲に報告するものとする。 
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（災害対応型自動販売機の取扱い） 

第 10 条 災害対応型自動販売機の電光掲示発信情報の一切の管理及び無償提供等の判断

は当該設置機関（道又は市町村）が行う。 

 

（費用負担）                                                               

第１１条 協定第２条第１項第１号の規定により乙が供給した飲料及び災害対応型自動販

売機内在庫飲料の無償提供後に補充する飲料の対価については、甲又は甲に要請した市

町村が負担するものとし、その輸送に関する経費については、輸送した者が負担するも

のとする。 

２ 供給した飲料の価格については、災害が発生する直前に通常供給していた卸売り価格

とするものとする。 

３ 災害対応型自動販売機の機内在庫及び電光掲示情報の送信等に係る費用は乙が負担す

るものとする。 

 

（費用の請求及び支払い）                                                           

第 12 条 乙は、飲料の供給終了後、前条に定める費用を甲に通知し、甲の確認を受けた後、

甲又は甲に要請した市町村に費用を請求するものとする。        

２ 甲又は甲に要請した市町村は、前項の請求があったときは、その費用について速やか

に支払うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 13 条  協定の実施に関する連絡責任者は、甲にあっては総務部危機対策局防災消防課

長、乙にあっては広報部長とする。 

 

（協議）                                                               

第 14 条 この実施細目の解釈について疑義を生じたとき、又はこの実施細目の実施に関し

必要な事項は、その都度、甲と乙が協議して定めるものとする。 

 

 

 この実施細目の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有

するものとする。 

 

 

 平成１８年１２月２２日 

 

   

          甲    北 海 道   

                          北海道知事   高 橋 はるみ 

 

 

 

 

             

              札幌市清田区清田一条一丁目 2 番 1 号 

乙     北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

代表取締役専務    
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(別紙) 

                                                       平成  年  月  日 

 

        災害時における飲料等の供給等要請書 

 

北海道コカ・コーラボトリング㈱ 

         代表取締役社長 様 

 

                                                 北 海 道 知 事         

 

 「災害時における飲料の調達等に関する協定」についての実施細目第５条の規定に基づ

き、次のとおり飲料等の供給等を要請します。 

 

 

 

要 請 理 由      

 

 

 

要請品目 

及び数量等 

 

 

別表のとおり 

 

 

 

納 入 場 所      

 

 

住所 

 

名称 

 

担当者             電話             

 

 

連 絡 先      

 

北海道総務部               氏名 

危機対策局防災消防課 

 

電話  ２０４－５００８     ＦＡＸ  ２３１－４３１４   

 

口頭、電話等 

による要請の 

日時 

 

 

   平成   年   月   日    時   分 

 

  

備      考 
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<別 表> 

      災害時における主な供給飲料一覧 

 

 

区   分 
 

品   名 

〔主な品目〕 

 

容  量 

〔１箱入数〕 

 

数 量 

（要請書に添付する

場合にのみ記載） 
 

・容器入り水 

 

 

 

 

･ミネラルウォーター 

〔オロフレ山渓水 など〕 

 

･2 ㍑ ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔 6本〕 

･500ml ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔24本〕 

 

 

・容器入り飲料 

 

･茶系飲料 

〔爽健美茶 など〕 

 

 

･2 ㍑ ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔 6本〕 

･500ml ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔24本〕 

 

 

･スポーツ飲料 

〔アクエリアス〕 

 

･2 ㍑ ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔 6本〕 

･500ml ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔24本〕 

 

 

･炭酸飲料 

〔コカ・コーラ、ファンタ など〕 

 

･1.5㍑ ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔 8本〕 

･500ml ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔24本〕 

 

 

･コーヒー飲料 

〔ジョージア〕 

 

･250g 缶    〔30本〕 

･190g 缶    〔24本〕 

 

 

・果汁入り飲料 

〔Ｑｏｏ（クー）〕 

 

･1.5㍑ ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔 8本〕 

･500ml ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ〔24本〕 
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